様式第２号（第５条関係）
事業計画書
１  補助金交付申請者
	住所
	　

	氏名
	　

	性別
	男性　　　　　女性

	生年月日
	年　　月　　日　　（満　　　歳）

	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	携帯：

	
	メールアドレス：

	創業直前の職業
	□1会社役員
□2会社員
□3専業主婦・主夫
	□4ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
□5学生
□6その他（　　　　　　）

	主な職歴
	　年　　月
　　　年　　月
　　　年　　月




[image: ]２　実施形態・事業概要
	開業･法人等設立日
（予定日）
	年　　　月　　　日

	事業実施場所
（所在地）
	

	事業形態
	□1個人事業
□2会　　社
（□2-1 株式会社、□2-2合名会社、□2-3 合資会社、□2-4 合同会社）
□3組　　合
（□3-1 企業組合、□3-2 協業組合）
□4特定非営利活動法人
□5その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業に要する許認可・免許等（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称：
取得（見込み）時期：

	営業時間
	

	定休日
	

	従業員数
	正規従業員　　名
	臨時従業員　　名
	合計　　　　　　名

	事業内容
（具体的に）
	

	主な取扱商品
・サービス
	

	主な顧客ターゲット
（設定理由）
	




３　必要な資金の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	必要な資金
	金額（税抜き）
	調達の方法
	金額

	設備資金
	器具、備品等
	
	自己資金
	

	
	
	
	家族、友人等からの借入（内訳）
	

	
	
	
	補助金
	

	運転資金
	商品仕入、経費支払資金等
	
	金融機関等からの借入
（内訳）
	

	
	
	
	その他（内訳）
	

	合　　　計
	
	合　　　計
	





４　補助事業実施予定場所の商店街等（該当商店街等が無い場合は記入不要）
	名称及び代表者名
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	所在地
	

	設立年月日
	年　　月　　日

	構成員数
	　　　　　　　　名




５　出店後１年間の見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	出店当初
	軌道に乗った後
（　　　年頃）
	売上高、
売上原価（仕入高）、
経費の算定根拠

	売上高①
	
	
	

	売上原価②（仕入高）
	
	
	

	売上総利益③（①－②）
	
	
	

	経    費
	人件費
	
	
	

	
	
	うち事業主分
	
	
	

	
	家　賃
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合計④
	
	
	

	営業利益③－④
	
	
	


この他参考となる資料があれば添付すること。



６　補助事業経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、税抜き）
	補助対象経費区分
	補助対象経費
（Ａ）＋（Ｂ）
	負　担　区　分
	補助対象経費の内訳(積算明細)

	
	
	市補助金
（Ａ）
	補助事業者（Ｂ）
	

	1 創業に必要な官公庁への申請書類作成等にかかる経費
	
	
	
	

	2 設備費
	
	
	
	

	3 保険料
	
	
	
	

	4 広報費
	
	
	
	

	合　計
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